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①
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17,837
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200
300
85.0
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21,000
21,000

7

◆ 事務事業の現状と今後の取組

　町政への提案や要望、意見などを「ホットボイス」や「めむろ
未来ミーティング」等で把握して、調整に反映し、住みやすいま
ちづくりを行う観点から開始。
　めむろ未来ミーティングは、さまざまな世代（特に若い年代）
から幅広く意見を聴く機会の場を持ち、住民と行政との距離を
近いものとする必要がある。
　オンラインやイベント時に行なう出張型など新たな手法によ
る未来ミーティングの開催に取り組んでおり、引き続き様々な
手法を用いながらまちづくりに対する意見を広く確保していく
必要がある。

　行政との直接対話の場、町政への提案や要望、意見などを
把握し、それを町政に反映していく場としての「広聴」の方向性
を維持する。
　2021年度から実施している「オンライン」を活用した未来ミー
ティングや、2023年度に実施したイベント時における「出張型」
未来ミーティングについては、引き続き手法の一つとして継続
していく。
　今後も、ターゲットやテーマを絞った少人数による未来ミー
ティングやオンラインのさらなる活用など、新たな手法も検討し
ながら対話の機会を確保していく。

 1. 事務事業の現状と課題  2. 今後の取組 (2024年度及び2025年度以降の方向性・課題の解決方法)

99 259 300 300
200 200

82.5
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17,983 17,837 17,837 17,837
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活動指標

対象指標

成果指標

上位成果指標

人
人
件
％

件

人 18,117

76.077.876.1

6

185 179

18,700 43,494 56,368 21,000 21,000
18,700 43,494 21,000 21,00056,368

2024年度2022年度2021年度単位内訳
国・道支出金

地方債

2023年度

人

③ ホットボイス受理件数 件

 7. 成果指標(意図の達成度を表す指標) 単位

①

事
業
費

円
円
円
円
円

その他(使用料等)
一般財源
事業費計

団体別（未来ミーティング）参加者 人

③

 8. 上位成果指標(結果の達成度を表す指標) 単位

① 行政情報の公開や説明責任が十分されていると思う町民の割合 ％

事務事業名 広聴事業
所属
部門 政策推進課

町長公約

 1. 手段(事業の概要)

〇個別広聴「ホットボイス（はがき、メール、FAX)
　　　　　　　 「日常の電話・窓口などにおける意見」
〇集団広聴「めむろ☆未来ミーティング（巡回型、団体別、テーマ
別、オンライン、出張型）
行政（町長）が町民の意見を聞く機会や、町民が直接行政（町長）
と議論や意見交換を行う機会を設定し、情報交換と情報の共有
化を行う。

◆ 事務事業の目的と効果

②

② 巡回型（未来ミーティング）参加者

 2. 対象(何を対象にしているか)

 3. 意図(この事業によって、対象をどのようにしたいか)

すべての町民

行政との直接対話（傾聴）により、まちづくりに対する意識を高
め、積極的に提案や意見などを述べるようになる。

 4. 結果(意図のとおりになった場合、どんな結果に結びつくか)

町民との情報交換、行政情報の共有化、町民が主役のまちづくり
につながる。

◆ 総事業費・指標等の推移

2025年度

2024 年度　（ 事務事業マネジメントシート（通常）

 5. 活動指標(手段や活動内容を表す指標)

①

②

③

広聴ツールの数

①SNS等による情報公開や広聴手法の充実
②町民参加機会の多様化

※各項目を評価するのにふさわしい指標を1つ以上設定

　 (必ずしも3つの指標を設定する必要はありません)

5-1-12023 年度実績　）

広報広聴係

単位

総合計画
施策番号

件

②

③

 6. 対象指標(対象の大きさを表す指標) 単位

① 人口 人



①
②
③
①
②
③
①
②
③
①
②
③

総合計画
施策番号

回

戸

② ホームページアクセス数（日平均） 件

③ フェイスブック「フォロワー」数＋LINE公式アカウント友だち数 件

 6. 対象指標(対象の大きさを表す指標) 単位

① 配布世帯数（月） 戸

　町民と行政の情報共有と行政の説明責任を果たし、信頼関係を
構築することでまちづくりへの関心や興味を持ってもらう。

 4. 結果(意図のとおりになった場合、どんな結果に結びつくか)

　信頼関係の構築と、まちづくりに関心を持つことで住民が主役
のまちづくりが実現する。

◆ 総事業費・指標等の推移

2025年度

2024 年度　（ 事務事業マネジメントシート（通常）

 5. 活動指標(手段や活動内容を表す指標)

①

②

③

広報誌発行回数（年）

全世帯数（月）

SNS等による情報公開や広聴手法の充実

※各項目を評価するのにふさわしい指標を1つ以上設定

　 (必ずしも3つの指標を設定する必要はありません)

5-1-12023 年度実績　）

広報広聴係

単位

事務事業名 広報事業
所属
部門 政策推進課

町長公約

 1. 手段(事業の概要)
　広報誌、ホームページ、フェイスブックで広報事業を実施。
　広報誌は、編集会議、取材、編集、校正を経て、月１回（12日）発行し、
町内全戸に配布している。モニター制度、月に１回のすまいるアンケート
調査を実施しているほか、担当者のスキルアップのために研修会へ参加
している。
　ホームページ、フェイスブック、LINE公式アカウントは全体管理及び広報
に関する情報更新を実施。（インスタグラムは魅力発信係）

◆ 事務事業の目的と効果

② 行政からの情報発信方法が充実していると思う町民の割合

② 広報誌を読んだ中で行政情報を理解した人の割合

 2. 対象(何を対象にしているか)

 3. 意図(この事業によって、対象をどのようにしたいか)

　広報誌は全世帯。
　ホームページ、フェイスブック、LINE公式アカウントは、閲覧でき
る環境にある方。

％

③

 8. 上位成果指標(結果の達成度を表す指標) 単位

① 行政情報の公開や説明責任が十分果たされていると思う町民の割合 ％

％

③

 7. 成果指標(意図の達成度を表す指標) 単位

①

事
業
費

円
円
円
円
円

その他(使用料等)
一般財源

820,050

事業費計

毎月広報誌を読む人の割合 ％

2024年度2022年度2021年度単位内訳
国・道支出金

地方債
885,500 1,744,000

2023年度

1,744,000

20,207,803 20,434,301 21,344,558 20,684,000 20,684,000

859,600
19,348,203 19,614,251 18,940,000 18,940,00020,459,058

7,194
745

％ -
76.077.876.1

12
8,008

- 86.5

88 84

活動指標

対象指標

成果指標

上位成果指標

件
％
％

％

回
戸

戸
件

7,238 7,183 7,183 7,183

12
8,039 8,037 8,037 8,037

1212 12

90 90

6,735

82.580.0

59
88

1,000
8,481 9,882 11,000 12,000

60 54 60

850 910 950

65

◆ 事務事業の現状と今後の取組

　町民との行政情報共有を目的に、昭和24年から広報誌を発
行し、全戸配布を実施している。
　広報誌は月平均40，17ページ（R3）、40.08ページ（R4）、37.8
ページ（R5）とH30の46.2ページと比べ少なくなってきている
が、情報量の精査を進めた結果と認識している。発行部数に
ついては電子媒体で読める方には配布しないなどの工夫によ
る部数削減に向けた改善余地がある。
　近年の高齢化や町内会未加入世帯の増加により公共SPに
よる配布に負担が生じてきている状況もあり、配布方法の見
直しについて検討する必要がある。
　LINE公式アカウントの開設により情報発信手法が増えたこと
から、効果的に活用していく。

　令和２年度から新ホームページ、令和３年度からはLINE公
式アカウントを開設した。ホームページと広報誌との連動や、
ホームページを見てもらう入口としてのLINE活用やLINEそのも
ので手続きを行なえる機能の充実に引き続き取り組んでいく。
　ホームページに関しては使用状況などから更新は行わず、
機能性や視認性向上を目的としたマイナーチェンジの必要性
について調査を進め、改良を検討する。
　市街地における広報誌配布の手法の見直しについて関係団
体や町内会と協議を進めていく。

 1. 事務事業の現状と課題

85.0 85.0 85.0

 2. 今後の取組 (2024年度及び2025年度以降の方向性・課題の解決方法)

7,183
1,100

13,000
70
90

85.0

2026年度

1,744,000
18,940,000
20,684,000

12
8,037



0

0

0

0

0

0

国・道支出金

2026年度

円

円

その他(使用料等)
事
業
費

事務事業名 地域情報化推進事業
所属
部門 政策推進課

〔事業の概要・現状・課題〕

簡易シートを
選択した理由

　農村部においてFWA方式の農村ブロードバンドを導入して10年が経過。令和２年度に新型コロナウイルス感染
症により、当初予定よりも早く町内全域への光ファイバー整備が進み、令和３年度中に完了。令和４年度からは、
農村部各家庭で光回線の契約が進み、令和５年３月31日（令和４年度末）に、農村ブロードバンドの無線通信施
設の更新時期を迎えたことから、無線通信設備の貸与先と協議し、FWA方式を終了した。

　FWA方式は終了したが、国見地区においては、地デジ難視聴地域において関わりが残っており、引き続き地域
との状況共有に努めていく。

〔2024年度及び2025年度以降の方向性・課題の解決方法〕

内訳 単位 2021年度

地方債

2025年度

町長公約

2022年度 2023年度 2024年度

広報広聴係

2024 年度　（ 2023 年度実績　）事務事業マネジメントシート（簡易） 総合計画
施策番号

5-1-1

円

一般財源 円 0 0 258,500

事業費計 円 0 0 258,500

予算を伴わない事業 計上予算が負担金・繰出金のみの事業

政策体系に結びつかない事業

法定受託事務

今後3年間で大きな変化が見込まれない事業 成果の説明に反映しない



0

0

0

0

0

0

国・道支出金

2026年度

円

円

その他(使用料等)
事
業
費

事務事業名 町民参加推進事業
所属
部門 政策推進課

〔事業の概要・現状・課題〕

簡易シートを
選択した理由

　町民参加を定めた「めむろまちづくり参加条例」を平成16年5月に制定し、その後、その条例の規定に基づく町民参加推進会
議において、毎年、条例自体の点検や適正な町民参加手続きが行なわれたかなどをチェックしてきた。
　その後、平成２８年度に町民参加推進会議を町総合計画審議会へと一本化し、これにより、平成２８年度から予算計上はな
くなっている。
　町民参加については「めむろまちづくり参加条例」に基づき継続している。

　課題としては、条例に基づき情報を公開しているが、その公表した情報が町民に伝わっているのか、何らかの検証が必要と
考える。

（条例の点検及び見直し）
第４条　町長等は、この条例を育てる条例として位置づけていることから、町民等がこの条例に関心を持ち続け、条例の目的
が期待どおり進んでいるかどうかを点検し、必要に応じその見直しを行います。
　２　町民等は、この条例の見直しについて、町長に提案することができます。

■解説当条例は「育てる条例」として位置づけます。
育てること（条例の点検及び見直し）は、施行後実態に合わない部分の点検や時代経過による条例の形骸化を防止し、町民
が当条例に関心を持ち続ける動機付けにもなると考えます。さらに条例本来の機能が期待されたとおり作用しているかどうか
検証することを目的としています。
策定してできたものがすべてではなく、実態にあったものへ育て、進化させていくために、必要に応じ点検・見直しを行ってい
き、柔軟な体制で条例を育てていきます。

　今後も「徹底した情報共有と町民参加の促進」を念頭に、条例に基づき、町民等との情報共有に努め、町民等
の意見を積極的に反映することに努める。
　条例制定から相当の期間が経過し、この制度自体を認知していない世代も多いことから、ホームページでもより
探しやすい場所（トップページから２クリック、トップページ自体も工夫）に関連情報の掲載をし、職員にも手続きに
則った情報の公表の徹底を図っている。
　引き続き、町民参加を身近に感じる改善として、SNSの活用などを行い、現状の見直し、効果的、有効的な方法
を検討・実施するとともに、広報・広聴事業といった予算事業の中で個別に検討しながら、時代に合った情報共有
を行い、町民参加を促していく。

〔2024年度及び2025年度以降の方向性・課題の解決方法〕

内訳 単位 2021年度

地方債

2025年度

町長公約
SNS等による情報公開や広聴手法の充実
町民参加機会の多様化

2022年度 2023年度 2024年度

広報広聴係

2024 年度　（ 2023 年度実績　）事務事業マネジメントシート（簡易） 総合計画
施策番号

5-1-1

円

一般財源 円 0 0 0

事業費計 円 0 0 0

予算を伴わない事業 計上予算が負担金・繰出金のみの事業

政策体系に結びつかない事業

法定受託事務

今後3年間で大きな変化が見込まれない事業 成果の説明に反映しない


